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用語説明 

項目 説明 

３密 密集、密接、密閉のこと。 

５Ｇ（ローカル５Ｇ） 第５世代移動通信システム。「超高速」だけでなく「多数接続」や

「超低遅延」といった新たな特徴を持つ次世代の移動系高速通信

規格のこと。なお、地域や産業の個別のニーズに応じて地域の企業

や自治体等の様々な主体が 自らの建物内や敷地内でスポット的

に柔軟に構築する５Ｇシステムを「ローカル５Ｇ」という。 

ＡＩ 「Ａｒｔｉｆｉｃｉａｌ Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅ」の略。人工

知能のこと。 

ＢＣＰ（事業継続計

画） 

「Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｃｏｎｔｉｎｕｉｔｙ Ｐｌａｎ」の略。通常

の業務遂行が困難になる事態が発生した場合に、事業の継続や復

旧を速やかに遂行し、業務中断に伴うリスクを最低限にするため、

平時の事業継続を戦略的に準備する計画のこと。 

ＣＩＯ 「Ｃｈｉｅｆ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｏｆｆｉｃｅｒ」の略。

情報戦略における最高責任者のこと。 

ＣＬＴ 「Ｃｒｏｓｓ Ｌａｍｉｎａｔｅｄ Ｔｉｍｂｅｒ」の略。直交集

成材であり、ひき板を繊維が直交するように積層接着した木材製

品のこと。 

ＣＯＰ２１ ２０１５年にフランス・パリで開催され、歴史上はじめてすべての

国が温室効果ガス削減への取り組みを約束する「パリ協定」が採択

された「国連気候変動枠組条約第２１回締約国会議」のこと。 

ＤＭＯ 「Ｄｅｓｔｉｎａｔｉｏｎ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ Ｏｒｇａｎ

ｉｚａｔｉｏｎ」の略。観光物件、自然、食、芸術・芸能、風習、

風俗など観光資源に精通し、地域と協同して観光地域作りを行う

法人。 

ＥＣ（電子商取引） 「Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ Ｃｏｍｍｅｒｃｅ」の略。インターネッ

ト上で、モノやサービスの売買を行うこと。 

ＥＰＡ（経済連携協

定） 

「Ｅｃｏｎｏｍｉｃ Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ Ａｇｒｅｅｍｅ

ｎｔ」の略。２以上の国又は地域の間で、自由貿易協定（物品及び

サービス貿易の自由化）に加え、貿易以外の分野、例えば人の移動

や投資、政府調達、二国間協力等を含めて締結する包括的な協定。 

ＥＳＧ経営 企業が長期的な成長を遂げるために必要な３つの要素｢ＥＳＧ｣

（環境：Ｅｎｖｉｒｏｍｅｎｔ、社会：Ｓｏｃｉａｌ、企業統治：

Ｇｏｖｅｒｎａｎｃｅ）を重視する考え方を実践する経営。 
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ＥＶ・ＰＨＥＶ・Ｆ

ＣＥＶ 

様々な電動自動車の略称。 

ＥＶ：Ｅｌｅｃｔｒｉｃ Ｖｅｈｉｃｌｅの略。 

ＰＨＥＶ：Ｐｌｕｇ－ｉｎ Ｈｙｂｒｉｄ ＥＶの略。 

ＦＣＥＶ：Ｆｕｅｌ Ｃｅｌｌ ＥＶの略。 

ＨＡＣＣＰ 「Ｈａｚａｒｄ Ａｎａｌｙｓｉｓ ａｎｄ Ｃｒｉｔｉｃａｌ 

Ｃｏｎｔｒｏｌ Ｐｏｉｎｔ」の略。食品事業者等が食中毒菌汚染

や異物混入等の危害要因を把握した上で、原材料の入荷から製品

の出荷に至る全工程の中で、危害要因を除去又は低減させるため

に特に重要な工程を管理し、製品の安全性を確保する衛生管理の

手法。 

ＩＣＴリテラシー パソコン・スマホを正しく使い、インターネット等から得られる情

報を有効に利活用する能力のこと。 

ＩＪＵターン Ｉターン：都市部で生まれ育った人が、地方の企業に就職し移住す

ること、または直線的に都会から地方へ転居すること。 

Ｊターン：生まれ育った故郷から進学や就職を期に都会へ移住し

た後、故郷にほど近い地方都市に移住すること。 

Ｕターン：生まれ育った故郷から進学や就職を期に都会へ移住し

た後、再び生まれ育った故郷に移住すること。 

ＩｏＴ 「Ｉｎｔｅｒｎｅｔ ｏｆ Ｔｈｉｎｇｓ」の略。従来インターネ

ットに接続されていなかった様々なモノ（センサー機器、駆動装置

（アクチュエーター）、建物、車、電子機器など）が、ネットワー

クを通じて接続され、相互に情報交換をする仕組み。 

ＩＰＯ 「Ｉｎｉｔｉａｌ Ｐｕｂｌｉｃ Ｏｆｆｅｒｉｎｇ」の略。新規

株式公開により上場会社が東京証券取引所などの証券市場で自社

の株式を新たに公開し、流通させること。 

ＩＳＯ２２０００ 食品安全マネジメントシステムに関する国際規格。 

ＫＰＩ（重要業績評

価指標） 

「Ｋｅｙ Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ」の略。

各プログラムの達成度や進捗度を計る定量的な指標のこと。 

Ｍ＆Ａ 「Ｍｅｒｇｅｒ ＆ Ａｃｑｕｉｓｉｔｉｏｎ」の略。企業の合

併・買収。 

ＭａａＳ 「Ｍｏｂｉｌｉｔｙ ａｓ ａ Ｓｅｒｖｉｃｅ」の略。バス・タ

クシー・電車など様々な交通手段をＩＣＴ(情報通信技術)の活用

により、出発地から目的地までの移動に対し、様々な移動手段・サ

ービスを組み合わせて一つの移動サービスとして捉える概念、ま

たはその統合されたサービスそのもの。 
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ＰＢＬ 「Ｐｒｏｊｅｃｔ－Ｂａｓｅｄ Ｌｅａｒｎｉｎｇ」の略。正解と

なる知識やスキルではなく、正解のない課題を通じて、課題解決の

プロセスを学び主体性や協調性を養う課題解決型学習のこと。 

ＰＣＲ 「Ｐｏｌｙｍｅｒａｓｅ Ｃｈａｉｎ Ｒｅａｃｔｉｏｎ（ポリ

メラーゼ連鎖反応）」の略。ウイルスの遺伝子を増幅して検出する

方法で、新型コロナウイルス検査に用いられている検査方法。 

ＱＲコード決済 ＱＲコードを用いた電子決済システムのこと。スマートフォン等

で店舗におかれたＱＲコードを利用者が読み取る又は、利用者の

スマートフォン等に表示されたＱＲコードを店舗側が読み取るこ

とで決済が可能となる。※ＱＲコードは株式会社デンソーウェー

ブの登録商標です。 

ＲＣＥＰ（地域的な

包括的経済連携協

定） 

「Ｒｅｇｉｏｎａｌ Ｃｏｍｐｒｅｈｅｎｓｉｖｅ Ｅｃｏｎｏ

ｍｉｃ Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ」の略。日本、中国、韓国、オー

ストラリア、ニュージーランド、ＡＳＥＡＮ１０ヶ国の１５ヶ国が

参加する東アジア地域における世界最大規模の自由貿易協定。 

ＲＰＡ 「Ｒｏｂｏｔｉｃ Ｐｒｏｃｅｓｓ Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ」の

略。これまで人が行っていたパソコン上の定型作業をソフトで自

動化する技術・仕組みのこと。 

ロボットＳＩｅｒ ＳＩｅｒは「Ｓｙｓｔｅｍ Ｉｎｔｅｇｒａｔｏｒ」の略。ＡＩ、

加工技術、生産管理など広範囲の知識、経験を活かし、ロボット導

入を検討する企業の現場課題を分析し、最適なロボットシステム

を、仕組み・費用対効果等含めトータルで提案・設計・開発し、導

入後も継続改良する生産技術のエキスパートのこと。 

Ｓｏｃｉｅｔｙ５．

０  

狩猟社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ１．０）、農耕社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ２．

０）、工業社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ３．０）、情報社会（Ｓｏｃｉｅｔ

ｙ４．０）に続く、新たな社会を指すもの。第５期科学技術基本計

画において我が国が目指すべき未来社会の姿として初めて提唱さ

れた。サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を

高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決

を両立する、人間中心の社会をいう。 

ＴＰＰ１１（環太平

洋パートナーシップ

に関する包括的及び

先進的な協定） 

「Ｔｒａｎｓ－Ｐａｃｉｆｉｃ Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ Ａｇ

ｒｅｅｍｅｎｔ」の略。アジア太平洋地域においてモノの関税だけ

でなく、サービス、投資の自由化を進め、さらには知的財産、金融

サービス、電子商取引、国有企業の規律など、幅広い分野で２１世

紀型のルールを構築する経済連携協定（２０１８年３月に日本を

含む１１か国が署名）。 
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ＶＲ（仮想現実） 「Ｖｉｒｔｕａｌ Ｒｅａｌｉｔｙ」の略。仮想的な世界をあたか

も現実のように体験できる技術のこと。 

アウトリーチ 支援が必要であるにもかかわらず届いていない人に対し、行政や

支援機関などが積極的に働きかけて情報・支援を届けるプロセス。 

インターンシップ 学生に就業体験の機会を提供する制度で、企業や組織において労

働に従事し、特定の職の経験を積むことをいう。 

インバウンド 外国人が訪れてくる旅行のこと。日本へのインバウンドを訪日外

国人旅行または訪日旅行という。 

越境ＥＣ 国境を越えて行われる電子商取引。 

オープンイノベーシ

ョン 

自社の資源や技術にとらわれず、積極的に外部の人材、技術、アイ

デアなどの資源を活用し、その結果としてイノベーション（革新的

な事業）や新たな市場を生み出していく手法。 

カーボンニュートラ

ル 

市民、企業、ＮＰＯ／ＮＧＯ、自治体、政府等の社会の構成員が、

自らの責任と定めることが一般に合理的と認められる範囲の温室

効果ガス排出量を認識し、主体的にこれを削減する努力を行うと

ともに、削減が困難な部分の排出量について、他の場所で実現した

温室効果ガスの排出削減・吸収量等を購入すること又は他の場所

で排出削減・吸収を実現するプロジェクトや活動を実施すること

等により、その排出量の全部を埋め合わせた状態をいう。 

キチンナノファイバ

ー 

カニ殻などの甲殻類の外皮から「キチン」という糖質を超極細繊維

（１０～２０ｎｍ)の状態で取り出したもの。ナノファイバーにす

ることで他の材料との配合・成形が容易になり、用途に応じた様々

な加工が可能となる。 

寄付講座 寄付による基金をもって、基礎的経費を賄うものとして置かれる

講座。 

クラウドファンディ

ング 

インターネットを利用した資金調達方法。 

雇用シェア（在籍出

向） 

出向元企業と出向先企業との間の契約によって、労働者が出向元

企業と出向先企業の両方と雇用契約を結び、出向先企業において

一定期間継続して勤務すること。 

雇用のセーフティネ

ット 

安心で安定した労働市場を形成し、失業者の生活を保障するため

の、雇用に関する社会的制度。 

コンテンツ 文字・画像・動画・音声・ゲーム等の情報やデータの内容のこと。 

再エネ１００宣言Ｒ

ｅＡｃｔｉｏｎ 

企業、自治体、教育機関、医療機関等の団体が使用電力を１００％

再生可能エネルギーに転換する意思と行動を示し、再エネ１０

０％利用を促進する新たな枠組み。 
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サイバーセキュリテ

ィ 

電子データの漏えい・改ざん等や、期待されていた ＩＣＴシステ

ムや制御システム等の機能が果たされないといった不具合が生じ

ないようにすること。 

サテライトオフィス 企業や団体の本拠から離れたところに設置された小規模なオフィ

スのこと。 

サプライチェーン 製品の原材料・部品の調達から、製造、在庫管理、物流・販売・廃

棄等までの全体の一連の流れのこと。 

サポーティングイン

ダストリー 

経済産業省が「中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する

法律」に基づき定める、特定ものづくり基盤技術（現在、精密加工、

機械制御、表面処理など１２の技術を指定）を担う産業のこと。 

山陰海岸ジオパーク 京都府（京丹後市）、兵庫県（豊岡市・香美町・新温泉町）、鳥取県

（岩美町・鳥取市）にまたがる広大なエリアを有し、山陰海岸国立

公園を中心に、京丹後市の東端から鳥取市の西端まで、東西約１２

０ｋｍ、面積は ２，４５８．４４ｋｍ２で、東京都よりひとまわり

大きい広さである。日本海形成から現在に至る様々な地形や地質

が存在し、それらを背景とした生き物や人々の暮らし、文化・歴史

に触れることができる地域のこと。 

職業能力開発総合大

学校 

職業訓練、特にものづくりの教育訓練を担っている人たちを対象

とした教育訓練及び、研究を行う厚生労働省が所管する機関。 

ジョブコーチ（職場

適応援助者） 

障がい者が職場に適応することを容易にするため、職場に派遣さ

れるなど、きめ細やかな支援を行う者のこと。 

スタートアップ 新しいビジネスモデルを考えて、新たな市場を開拓し、社会に新し

い価値の提供や貢献することによって事業の価値を短期間で飛躍

的に高め、株式上場や事業売却を目指す企業や組織のこと。 

スタートアップエコ

システム 

起業希望者に対して、創業支援機関やサポーター、地域資源、支援

制度などを有機的に結び付け、循環させながら、恒常的に地域創業

や成長性の高い起業が生み出されていく創業環境をいう。 

スマート工場 工場内の生産設備や工作機械などのあらゆる機器や設備をネット

ワークに接続させ、情報管理の効率化や生産の最適化・効率化を実

施する工場のこと。 

スマート農業 ロボット技術やＩＣＴ技術を活用し、省力化・精密化や高品質生産

を実現する新たな農業。農作業における省力・軽労化の推進ととも

に、新規就農者の確保や栽培技術力の継承等が期待されている。 

素形材 素材に熱や力を加えることで複雑な形状や高い強度を持つ金属部

品のこと。 

第４次産業革命 １８世紀末以降の水力や蒸気機関による工場の機械化である第１
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次産業革命、２０世紀初頭の分業に基づく電力を用いた大量生産

である第 ２ 次産業革命、１９７０年代初頭からの電子工学や情

報技術を用いた一層のオートメーション化である第３次産業革命

に続く、高度な情報通信技術の発達による技術革新を指す。 

ダッシュボード さまざまなデータをグラフや表にまとめ、ひと目で把握できるよ

う可視化するツールのこと。 

地域未来牽引企業 地域内外の取引実態や雇用・売上高を勘案し、地域経済への影響力

が大きく地域経済の中心的な担い手となりうる企業・事業者を経

済産業省が選定する制度。 

チャットボット 人工知能（ＡI）等を活用した自動会話プログラムのこと。 

テレワーク 情報通信技術を活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き

方のこと。 

ニッチトップ技術 小さな市場の分野において高いシェア、高い競争力を有する独自

技術のこと。ニッチとは「隙間」を意味する言葉。 

二地域居住者 都市住民が、多様なライフスタイルを実現するための手段の一つ

として、地方等の同一地域において、中長期、定期的・反復的に滞

在すること等により、当該地域社会と一定の関係を持ちつつ、都市

の住居に加えた生活拠点を持つこと。 

バスネット 鳥取大学で開発されたシステムを活用した、産学官連携プロジェ

クトにより提供されている山陰両県のバス・鉄道経路探索サービ

スのこと。 

バスロケーションシ

ステム 

無線通信やＧＰＳなどを利用してバスの位置情報を収集・提供す

るシステムのこと。 

パラダイムシフト 当然と考えられていた物の見方や考え方が劇的に変化すること。 

パリ協定 ２０１５年１２月にフランス・パリで開催されたＣＯＰ２１で、世

界約２００か国が合意して成立。国際社会全体で温暖化対策を進

めていくための礎となる条約。世界の平均気温上昇を産業革命前

と比較して２℃より低く抑え、１．５℃に抑える努力を追求するこ

とを目的としている。 

ピアサポート 一般的に同じ課題や環境を体験する人がその体験から来る感情を

共有することで、専門職による支援では得がたい安心感や自己肯

定感を得られることをいう。 

プラザ合意 １９８５年９月２２日、５ヶ国蔵相・中央銀行総裁により発表され

た、為替レート安定化に関する合意の通称。これにより為替相場の

円高・ドル安が急速に進み、多くの日本企業は人件費コストを削減

するため、その生産拠点を良質で豊富な労働力のある、近隣のアセ
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アン地域へ急速に移動させた。 

フレイル 加齢とともに運動機能や認知機能等が低下し、複数の慢性疾患の

併存などの影響もあり、生活機能が障害され、心身の脆弱性が出現

した状態のこと。 

プロボノ 「公共善のために」を意味するラテン語「Ｐｒｏ Ｂｏｎｏ Ｐｕｂ

ｌｉｃｏ」を語源とする言葉で、各分野の専門家が、職業上持って

いる知識・技術や経験を活かして社会貢献するボランティア活動

のこと。 

ベンチャーキャピタ

ル 

ベンチャービジネスが発行する株式への投資などによって資金を

提供する企業または機関のこと。 

ポリテクセンター 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の公共職業能力開発

施設である職業能力開発促進センターの愛称。 

マーケットイン 商品の企画開発や生産において消費者のニーズを重視する方法。 

マクロ（マクロ経済） 個々の企業や産業の動きではなく、国や地域の経済活動全体を捉

えること。 

メンタリング 経験豊かな先輩（メンター）が、対象者（メンティー）と定期的・

継続的な対話や助言によって対象者の自発的な成長を支援する人

材育成手法のこと。 

リソース 経営資源、いわゆる「ヒト・モノ・カネ（＋情報）」のこと。 

リモートワーク 会社から離れた場所で働くこと。 

劣後ローン（資本性

劣後ローン） 

他の債務よりも債務弁済の順位が劣る借入金のこと。株式（特に無

議決権株式）と性格が似ていることから、帳簿上は債務に分類され

るが、金融機関では自己資本（純資産）の一部とみなされる。 

ロールモデル 具体的な行動や考え方の模範となる人物のこと。 

ワーケーション 仕事（Ｗｏｒｋ）と休暇（Ｖａｃａｔｉｏｎ）を組み合わせた造語。

テレワークの活用などにより、地方など普段の職場とは異なる場

所で働きながら、休暇取得を促進する制度のこと。 
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ＫＰＩ（重要業績評価指標）一覧 

 

プログラム 項目名 目標値 

産業・雇用再生 

プログラム 

事業継続計画（ＢＣＰ）策定企業 ２００社（Ｒ３－Ｒ５） 

地域活性化雇用創造プロジェクトによる正規 

雇用創出 

３００人（Ｒ３－Ｒ５） 

成長分野等への経営多角化、新分野展開企業 ５００社（Ｒ３－Ｒ５） 

事業承継件数（事業引継ぎ支援センターによ

る成約数） 

７０社（Ｒ３－Ｒ５） 

産業創造・転換 

プログラム 

県内総生産（実質ＧＤＰ） １兆９千億円（Ｒ６） 

製造品出荷額 ９千億円 （Ｒ６） 

次世代成長分野への参入企業 ５０社（Ｒ３－Ｒ５） 

観光入込客数 （年間） １千万人 （Ｒ６） 

人・企業・仕事 

分散加速化 

プログラム 

機能移転・拠点分散誘致件数 ３０社（Ｒ３－Ｒ５） 

都市部ビジネス人材確保数 ３００人（Ｒ３－Ｒ５） 

ＩＪＵターンの受入者数 １２，５００人（Ｒ２－Ｒ６） 

国際取引を行う企業の割合 ４０％（Ｒ６） 

ＤＸ推進 

産業スマート化 

プログラム 

ＤＸ対応転換企業 ３００社（Ｒ３－Ｒ５） 

とっとりＤＸ人材育成に取り組む企業 １００社（Ｒ３－Ｒ５） 

労働生産性（一人あたり県内総生産） ７００万円（Ｒ６） 

オンライン海外ビジネス展開企業 ３倍以上（Ｒ３－Ｒ５） 

重層的産業発展 

プログラム 

産業成長事業の認定数 ５００件（Ｒ３－Ｒ５） 

ＥＳＧ経営取組企業 ５０社（Ｒ３－Ｒ５） 

地域の創業件数 ７５０社（Ｒ３－Ｒ５） 

事業承継件数（事業引継ぎ支援センターによ

る成約数）※再掲 

７０社（Ｒ３－Ｒ５） 

人財 スキル 

アップ・確保 

プログラム 

企業内人材のスキルアップ・転換 １，５００人（Ｒ３－Ｒ５） 

産学官連携による専門人材育成プロジェクト １５件（Ｒ３－Ｒ５） 

管理的地位に占める女性割合 

(従業員１０人以上) 

３０％（Ｒ７） 

県内大学等卒業者の県内就職率 ４４．３％（Ｒ６） 
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電 話 ０８５７－２６－７５３８ 

ＦＡＸ ０８５７－２６－８１１７ 

Ｅ-mail shoukou-seisaku@pref.tottori.lg.jp 


